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Ａ. 研究目的 
特定健診・特定保健指導は、生活習慣病

有病者や予備群の減少及び中長期的な医療

費の伸びの適正化に資することを目標とし

ている[1]。これまでに、特定保健指導の

生活習慣病有病者や予備群の減少に対する

評価として、特定保健指導参加者及び非参

加者の肥満、血圧、血糖、脂質などの検査

値に及ぼす影響が報告され [2-4]、特定保

健指導の医療費適正化に対する評価では、

特定保健指導実施後5年から12年間の中期

的な評価[5-6]が報告されてきた。しか

し、生活習慣病有病者や予備群の減少及び

医療費適正化のいずれの評価においても、

生涯にわたる長期的な評価は報告されてい

ない。事業の改善やさらなる効率化に向け

て、長期的な影響の評価方法の確立及び評

価が求められる。 

本研究では、特定保健指導の医学的効果

及び費用対効果を明らかにすることを目的

とし、マイクロシミュレーションモデルを

構築した。令和2年度は先行研究[6]で示さ

れた保健指導が心筋梗塞及び脳卒中の発症

リスクに及ぼす影響を検討したモデルを参

考に、糖尿病発症リスクを新たに追加した

モデルを構築し、中期的（特定保健指導後

10年間）な評価を行った。令和3年度は前

年度構築した中期的なモデルを特定保健指

導後50年後まで予測可能なモデルに調整

し、長期的な評価を行った。 
 

Ｂ． 研究方法 
特定保健指導の対象者に対して、保健指

導の実施がある群（実施群）と保健指導の

実施がない群（非実施群）の2つの

strategyを想定したマイクロシミュレーシ

ョンモデルを構築した。アウトカムはシミ

ュレーション終了時点での累積費用及び累

積質調整生存年(QALY: Quality adjusted 

life year)を検討した。このほかに、疾患

発生の抑制率、累積服薬者数などをアウト

カムとして算出した。 

令和元年度は、経済評価研究に特化した

データベースであるNHS Economic 

Evaluation Database(NHS EED)や厚生労働

科学研究成果データベース等をハンドサー

チし、特定健診や類似の健診、特定健診・

保健指導が予防対象とする疾患に対する経

済評価研究の検討を行い、我が国の特定健

診・保健指導の費用対効果の評価を行う際

の留意点の整理を行った。 

令和2年度は、心筋梗塞及び脳卒中の発

症リスクを検討した既存モデル[6]を文献

からTreeAge Pro 2020 R1.2を用いて再構

築し、国立国際医療研究センターが開発し
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た3年間の2型糖尿病の発症確率を計算する

ための予測システム（糖尿病リスク予測ツ

ール）[7]を再構築したモデルに追加し

た。モデルの対象集団は40歳又は50歳の保

健指導対象者5千人とし、特定保健指導実

施後10年間（1サイクル1年）を検討した。 

令和3年度は、前年度構築したモデルに

慢性腎臓病及び糖尿病足病変を新たに追加

し、降圧薬や脂質異常症による薬物治療実

施の可能性も検討した。モデルの対象集団

は40歳の保健指導対象者5万人とし、死亡

又は90歳になるまでの50年間（1サイクル1

年）を検討した。 

C．研究結果 
 

令和元年度の検討では過去の類似した経

済評価の先行研究から、①保健指導のみで

はなく、特定健診そのものも分析を行うこ

と。②予防対象疾患は、冠動脈疾患・脳卒

中に加え、糖尿病合併症（腎症・網膜症）

についても考慮すること。③特定保健指導

の効果については、国内の観察研究の結果

を用いること。④疾患の治療に関する費用

やQOLについては、その疾患の治療につい

ての最近の経済評価研究で用いられている

数値をベースケースで使用し、特に先行研

究の少ないQOLについては、感度分析によ

る検討を行うこと。以上が必要だと考えら

れた。 

上記③について、国内の観察研究として

特定保健指導の効果が肥満、血圧、血糖、

脂質などのすべての検査値に影響があるこ

とを示した中尾らの報告の検査値[2]を用

いて分析を行った。 

 

令和2年度の検討では、モデルに新たに

追加した糖尿病についてモデル中で推計さ

れる糖尿病リスク(40歳男性：1.39-1.61%, 

50歳男性：1.45-1.67%, 40歳女性：0.40-

0.49%, 50歳女性：1.11-1.39%)が日本人を

対象とした疫学データ(40歳男性：1.04%, 

50歳男性：2.12%, 40歳女性：0.60%, 50歳

女性：0.73% ) [8]と概ね一致することが

示された。費用効果分析では40歳と50歳で

男女別に推計したところ、累積費用が実施

群で非実施群よりも低くなることがあり、

増分費用効果比にはばらつきがみられた

が、検討したケースの全てで増分費用効果

比の閾値とされる500万円を下回ってい

た。 

令和3年度の検討では、40歳の保健指導

対象者5万人の仮想集団を、死亡又は90歳

になるまでシミュレーションした。特定保

健指導の効果が肥満、血圧、血糖、脂質な

どのすべての検査値に影響があると仮定し

たベースケース分析では、特定保健指導の

実施は費用削減効果及び累積QALYの増加が

示された。また、非実施群と比較して、実

施群では疾患の発生人数や服薬人数の抑制

が示された。一方、特定保健指導の効果が

肥満のみに限定されるとしたシナリオ分析

では、実施群において累積費用と累積QALY

の増加が示され、増分費用効果比は約560

万円/QALYと推計された。 

 

D．考察 

令和2年度の検討では、糖尿病以外に心

筋梗塞と脳卒中においても推計した発症リ

スクが先行研究[6, 8]と比較して、概ね一

致しており、現状をある程度妥当に反映し

ていると考えられた。費用効果分析では検

討したすべてのケースで増分費用効果比が

500万円を下回り、中期的（10年間）な検

討では先行研究[6]と同様に特定保健指導

が費用対効果に優れることがわかった。 

令和3年度の検討では、特定保健指導の

効果が肥満、血圧、血糖、脂質などのすべ

ての検査値に影響があると仮定したベース

ケース分析において、特定保健指導の実施

は費用削減効果とQALYの増加が見込めるこ

とが示された。また、疾患の発生人数の抑

制、服薬人数の抑制が示され、特定保健指

導の長期的な効果が示された。ただし、特

定保健指導の効果が肥満のみに限定される

とした場合のシナリオ分析では、実施群で

費用増加及び増分QALYの増加がみられた。

増分費用効果比は、日本で費用対効果に優

れるとされる閾値(500万円/QALY)に近い値

をとることが示され、特定保健指導が検査

値に及ぼす影響の設定は、モデルの結果に

大きな影響を及ぼすことが示された。 

今後は、令和元年度に研究の留意点とし

てわかった特定健診そのものの評価や、詳

細は感度分析の実行を行い不確実性の考慮

を行うことが必要だと考えられた。 

Ｅ．結論 
特定保健指導の中期的及び長期的な影響

を評価可能なモデルの構築を行った。モデ

ルを用いたシミュレーションから、特定保

健指導の実施によりQALYの増加、疾患の発

生人数の抑制、服薬人数の抑制が示される

ことが分かった。 
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